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研究成果の概要（和文）：世界的規模で統計利用を試みようとすると、世界住民の大半が暮らす

途上国地域の統計の精度が懸念事項となる。そこで本研究は、インドの民間学術団体 
(Foundation of Agrarian Studies)の小地域住民全数データベースを比較基準に、2 つのインド

村落を対象にセンサスデータや行政記録を一件一件ミクロレベルで照合する事例研究を実施。

途上国統計制度が何を捉え、何を捉えられないのか分析した。 
 
研究成果の概要（英文）：Accuracy of statistics in the developing world is a matter of concern 
when we carry out research on worldwide problems. Thus, this study examined the Indian 
statistical system at its very roots, namely at the very first stage of collection and recording 
of data. A micro discrepancy analysis of village-level census and administrative records 
was conducted, using as a point of reference census-type data on two villages in rural India 
(database of the Foundation of Agrarian Studies). As a result of this study, we have 
clarified the level of accuracy and validity of statistics in the developing world. 
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 直接経費 間接経費 合	
 計 
2009 年度 2,100,000	
 630,000	
 2,730,000	
 

2010 年度 1,000,000	
 300,000	
 1,300,000	
 

2011 年度 500,000	
 150,000	
 650,000	
 

年度 	
 	
 	
 

	
 	
 年度 	
 	
 	
 

総	
 計 3,600,000	
 1,080,000	
 4,680,000	
 

 
 
研究分野：社会科学・経済統計学 
科研費の分科・細目：経済学・経済統計学 
キーワード：統計制度、インド、村落 
 
１．研究開始当初の背景 
 
(1) グローバルな視野から統計を利用しよう
とすると、とりわけ世界の住民の大半が暮ら
す途上国の統計の精度が懸念事項となる。そ
のため途上国地域の統計制度を研究するこ
とはきわめて重要な課題といえる。途上国の
なかにありながら「統計先進国」として歴史

的に途上国をリードしてきたインドは、途上
国統計制度研究にとって最も重要な研究材
料といえる。 
(2) 現代の統計品質論は、統計データのクオ
リティーを支える統計制度全体を問題にし
ている。最近、インド統計評議会(2000 年設
立)は独立後インドの統計制度の歴史を総括
し、インド統計制度の課題を内部告発に近い
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鋭さで浮き彫りにした。同評議会は、統計制
度の機能不全を、単なる状況証拠によってで
はなく、同一対象に関する異なる諸統計の不
照合によって数値的に検証を行った点で画
期的であった。検証の結果、インドでは州政
府レベル以下の末端の統計収集システムが
十分機能していないこと、そのため、センサ
スデータや行政記録、及びそれを基礎に構成
された標本フレームのクオリティーに問題
があることが判明した。 
(3) しかしながら、インド統計評議会の検証
は国家・州レベルのマクロな集計値同士の照
合であって、マクロレベルの不照合が何を意
味するかについて、統計制度末端地域の具体
的な状況に光を当てて検証するものではな
かった。たしかに、インドにはすでに全国レ
ベルの優れた標本調査が確立しているので、
それらをマクロレベルの比較基準とするこ
とは可能である。だが、そうした標本調査は
小地域の分析には不向きであるため統計制
度末端のミクロな状況を扱いにくい。近年は
小地域推計技術も開発されているが、推計に
必要な最小限のセンサスデータや行政記録
などの政府基礎データの有効性はほとんど
検証されていない。ところが、インドは 90
年代以降、州レベル以下の地方自治体
(panchayat)への行政権限の委譲が急速に進
行しているので、末端自治体における統計制
度の構築が焦眉の課題となっている。それに
も関わらず、これまで、統計制度末端の実態
を、データ収集の末端フィールドから定量
的・分析的に究明する試みはほとんどない。
その最大の障壁は、統計制度末端の政府基礎
データをミクロレベルで照合する比較基準
として使用に堪える優れた全数調査データ
の入手がむずかしいことであった。 
(4) そこで、本研究は、民間学術団体「農村
研究財団(Foundation of Agrarian Studies-
以下、FAS)」の小地域住民全数データベース
を比較基準として利用することに成功した。
FAS(理事長 V. K. Ramachandran インド統
計研究所教授-本研究の海外共同研究者)は、
インド各地の大学・研究機関の農村研究者達
が、インド最大の農民団体「全インド農民会
議(All India Kisan Sabha)」の支援を得て
2003 年に設立した研究財団である。FAS は、
インド各地から有意抽出した典型村落内の
全世帯・全住民に関する詳細なデータベース
を作成し、農村の社会経済変動を研究するプ
ロジェクト(Project on Agrarian Relations 
in India(PARI))を進めている。本研究によっ
て、このデータベースが村落データを検証す
る比較基準として十分精度が高いことが確
認できた。 
 
２．研究の目的 
 

(1) 本研究は、インドの民間学術団体(FAS)
と協力してインド諸村落の世帯全数データ
ベースを比較基準に当該村落の政府基礎デ
ータ(センサスデータや行政記録) の精度を
ミクロレベルで検証することを目的とする
研究プロジェクトである。この検証によって、
途上国統計制度が何を捉え、何を捉えられず
にいるのか、現在の状況とその対策を考える
ことが本研究の目的であつた。 
(2) この研究の過程で、定量的・分析的方法
に基づく途上国の統計の評価手法を確立す
ることが本研究の最終的な研究目的であっ
た。 
 
３．研究の方法 
	
 
(1)	
 本研究の基本的な方法は、FAS の小地域
住民全数データベースを比較基準として、統
計制度末端の小地域住民に関するセンサス
データや行政記録を一件一件ミクロレベル
で照合し、不照合の原因とその社会制度的背
景について研究することである。例えば、あ
る村落についての住民全数データベースの 5
歳以下住民を村役場の出生登録簿(一種の行
政記録)と一人一人照合することによって、
人口動態統計の情報源の精度がどの程度の
水準であるか、詳細に検証することができる。
インドの人口動態統計のカバレッジが低い
ことは以前から知られていたが、このような
検証作業はインドにおいても稀である。本研
究は、村落のあらゆるセンサスデータや行政
記録に同様の検証を包括的に試みようとす
るものである。本研究は、この方法を以下の
手順で実行した。	
 
(2)	
 2009 年度以降、本研究プロジェクトメン
バーは、既存文献・資料を収集し、再三にわ
たり打ち合わせ会合や研究会を開いた。その
議論をもとに、海外共同研究者:V.	
 K.	
 
Ramachandran教授らが運営するFASに 2つの
研究プロポーザル(プロポーザル No1 とプロ
ポーザル No2)を提案した。これらプロポーザ
ルは、FAS の小地域住民全数データベースを
参照基準に使用させてもらい、それと照合す
る形で、当該村落のセンサスデータや行政記
録の実態を検証するという提案である。プロ
ポーザル No1 は村落自治体(パンチャヤット: 
gram panchayat)の統計制度全体を検証する
ための提案、プロポーザル No2 はそのうち
Below Poverty Line (BPL) センサスの検証
をより詳細かつ全面的に展開するための提
案である。FAS はこのプロポーザルによる共
同研究を快諾した。 
(3) 本研究では、FAS の小地域住民全数デー
タベースの調査村落のうち、2 村落を選定し
た。1 つは、西ベンガル州 Barddhaman 県, 
Raina I ブロックのRaina村落自治体(Gram 
Panchayat)内の, Bidyanidhi 集落。もう一つ



 

 

は、マハラシュトラ州 Buldhana 県, 
Sangrampur tehsil Warwatkhanderao 村落
自治体全域である。 
(4) 本研究プロジェクトメンバーが実際に当
該村落に出向き、村役場または関係機関を訪
問し、研究対象となる各種統計制度とそのデ
ータについて、事前に用意した質問表を用い
て、詳細にインタビューした。首長・機関の
長が認める範囲内で実際のデータも入手ま
たは閲覧させてもらった。 
(5) FAS がすでに収集・作成してある村落住
民全数データベースと、村役場または関係機
関から収集・閲覧させてもらったセンサスデ
ータや行政記録などの政府基礎データをマ
ッチング・照合した。 
(6) データの不照合が発見された場合は、そ
の原因を、村落のリーダーや関係住民の協力
で確認し、さらにフォローアップ調査を、
2010年度から 2011年度にかけて繰り返し実
施した。すなわち、下の図のように FAS デ
ータベースとセンサスや行政記録などの政
府基礎データを一人一人ミクロレベルでマ
ッチングした結果、集団(i)の範囲しか照合し
なかった場合、照合しない集団(ii)と集団(iii)
が、なぜそうなるかについて、フォローアッ
プ調査を再三実施した。村落住民の協力で、
集団(i)の範囲を拡大していくと同時に、さら
に不照合な集団(ii)・集団(iii)について原因確
認を行った。	
 

(7)	
 この検証結果を村落社会の統計制度側
の要因と住民側の要因から詳細に考察し、そ
の社会的背景について分析した。政府基礎デ
ータのなかから信頼度の高い部分を探索す
る作業も行った。	
 
(8)	
 その成果を日本及びインドで公開し、研
究者間で議論することによって、内容的理解
を深めていった。	
 
	
 
４．研究成果	
 
	
 
この研究の成果は以下のとおりである。	
 
(1)インド村落の統計制度、すなわち、イン

ド統計制度の統計収集システムには様々な
問題があり、情報の制度の点で非常に限界が
あることがわかってきた。その研究成果がイ
ンドでも公表され、議論を呼んでいる。とく
に、以下の 2 つの研究成果は、インド社会に
議論を投げかけている。 
① 村落における Below Poverty Line (BPL) 
センサスの結果を FAS データベースとマッ
チングして検証をより詳細かつ全般的に展
開した結果、2002 年 BPL センサスの結果が、
きわめて問題があることがわかった。BPL セ
ンサスは地域社会の貧困対策のために貧困
線以下世帯を特定する、きわめて重要なセン
サスである。ところが、このセンサスの結果
については、インドの村落社会でも以前から
物議をかもしており、その精度が疑問視され
ていた。本研究の結果、BPL センサスの実態
が明らかとなり、貧困線以下であるのに貧困
世帯に算入されないケースや、貧困線以上世
帯が貧困線以下世帯に算入されるケースが
正確に把握され、その原因、社会構造的背景
がわかってきた。 
②  インドでは公民登録システム (Civil 
Registration System)の出生登録が公式の出
生記録となっている。だが、村落における公
民登録システム出生登録を FAS データベー
スと一人一人マッチングした結果、両者でマ
ッチする範囲(前述の集団(i)の範囲)は下の表
に示されているように、きわめて限定的であ
ることがわかった。さらに、前述の集団(ii)
について関係者にインタビューした結果、多
くの出生がその村以外のよその自治体で登
録され、子供の常住地の村には伝達されない
ことがわかった。このような出生登録制度は、
村落自治体の住民自治にとって有用とはい
えないことになる。一方、村落の母子保健事

業従事者(アンガンワディ・ワーカー:	
 
Anganwadi	
 Worker)は、公民登録システムと
は独立に、業務遂行上の作業用データとして、
村落内に常住する子供について子供レジス
ター(Child	
 Register)を作成・保管している。
マッチングの結果、この非公式な子供レジス
ターの方が、カバレッジか高いことがわかっ
た。公式記録である公民登録システム出生登
録は、非公式記録である子供レジスターより
精度が低いことになる。この研究成果は、イ
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ンドの村落統計制度の限界と可能性、今後の
改革方向を示唆する結果となった。 
(2)	
 以上の研究成果は、2 つのトピックとし
てインド社会に議論を喚起する重要な実践
的成果といえるが、本研究の成果は、途上国
インドの村落統計制度論としてより体系的
に総括されつつある。すなわち、本研究は、
既存文献・資料の収集と、村役場や関係機関
への詳細なインタビュー、村落統計やメタデ
ータの収集をする過程で、途上国インドの村
落統計制度の全体像を体系的に把握するこ
とに成功している。上述の諸部門統計の精度
に関するトピックは、インドの村落における
統計ニーズと村落の既存統計制度の全体像
を研究する中から派生している。インドの村
落統計制度の全体像を体系的に示すために、
現在、研究成果を Panchayat-level	
 Data	
 
Bases:	
 Case	
 Studies	
 at	
 Villages	
 in	
 West	
 
Bengal	
 and	
 Maharashtra(仮題)として刊行準
備中である。	
 
(3)	
 本研究は、途上国の統計制度末端の実態
を小地域のミクロな視点から分析的に検証
して、途上国統計の新たな評価方法を提示す
るものである。この評価方法はこれまでの統
計制度研究を前進させる革新的なアプロー
チと自負している。これまで途上国統計の信
憑性は疑問視されていたにも関わらず、その
実態が必ずしも体系的かつ正確に把握され
たとは言えない。	
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